「定額給付金」に対する考え方
１、与党は11月12日、定額給付金を全世帯に給付することとし、議論となった1800万円を超える高額所得者に辞退を促すかどうかの是非を市町村に委ねることとして、合意した。

定額給付金をめぐる議論は、政府・与党が10月30日に追加経済対策による緊急支援策として発表して以降、経済対策か低所得者対策かという制度の主旨や所得制限の是非などをめぐり迷走を続けた。

２、定額給付金は、バラマキとの批判が強いなかで、国の施策として実施を決定したもので、所得制限を市町村に委ねることは政府・与党の責任放棄であり、本末転倒である。
麻生首相は「地方分権だからいい」と述べているが、国の施策であるにもかかわらず所得制限の判断を市町村に丸投げした今回の手法は、地方分権とは無縁のものであり、麻生首相の見識に疑念を抱かざるを得ない。
３、国の政策判断を自治体に押し付ける今回の政策決定は、すでに多くの首長が表明しているように、支給対象範囲が市町村によって異なる場合、批判の矛先が市町村に向けられることが想定されることや、所得や世帯確認等事務の煩雑化や窓口業務の混乱が予想されるほか、多額の事務経費を要することなり、市町村に多大の負担を強いることになる。

政府・与党は自治体の意見を聞かずに決定し、しかも最終判断を自治体に丸投げした定額給付金を撤回し、根本的な経済対策を示すべきである。

４、根本的な景気回復、地方活性化を行うのであれば、バラマキ的な定額給付金のような一時的な愚策ではなく、低中所得者への減税や貧困問題に対応するセーフティネット施策の強化など、継続的な施策が必要である。今回の施策は「スピードが勝負」という施策にもかかわらず、混迷を続け、補正予算案提出時期も含めた先行きは不透明な状況にある。

５、麻生首相は「政局よりも政策」をとなえて総選挙を先送りしているが、今日の状況はまさに政治空白であり、一日も早く国民に信を問うべきである。

全日本自治団体労働組合
〈政治政策局〉

